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資料１ 

■横浜市再生可能エネルギー等導入推進基金事業の概要 

 

１ 事業目的 

東日本大震災において、多くの高齢者等の災害弱者の方々が、震災関連死とし

て避難等の過程で亡くなったことから、災害時の要援護者対策の一層の強化が求

められています。 

そこで、新たに獲得した環境省の再生可能エネルギー等導入推進基金事業※１に

よる補助金を活用して、特別避難場所※２に太陽光発電設備と蓄電池を設置し、小

中学校等の地域防災拠点での避難生活への適応が難しい要援護者のための避難施

設の機能強化を図るとともに、施設整備を通じて日常の福祉活動の活性化を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
２ 基金の概要 

(1) 名称     横浜市再生可能エネルギー等導入推進基金 

(2) 実施期間   平成 25年度～平成 27年度 

(3) 本市交付額  ６億円 

(4) 事業内容   特別避難場所約 40 か所に太陽光発電設備（5～10kW）と蓄電

池（10～15kWh程度）を設置。 

 ア 公設施設 ①太陽光発電設備及び②蓄電池を設置（全額国費） 

        地域ケアプラザを中心に 36か所に設置予定。 

  イ 民設施設 ①太陽光発電設備及び②蓄電池の導入を補助（補助率 1/3） 

         5か所を予定。公募にて事業者募集。 

 

  ＜参考＞ 導入する再生可能エネルギー等設備の使用イメージ※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 高齢者、障害者など地域防災拠点での避難生活に適応できない在宅要援護者の二次的

避難場所であり、施設所在地の区役所と地域ケアプラザや特別養護老人ホームなどの社

会福祉施設等との間で、避難場所の開設や運営に関する協定を締結しています。平成 25

年７月末現在、427か所の施設と協定を締結しています。 

※１ 地震や台風等による大規模な災害に備え、避難所や防災拠点等に再生可能エネルギー

等の導入を支援し、「災害に強く、低炭素な地域づくり」を全国に展開することを目的

とする。平成 25 年度予算額は全国で２４５億円、３か年（平成 25～27年度）で実施。 

※発電・充電・放電の各サイクルで発生する 

一定のロスは、図からは除いています。 

昼供給 10kWh 

「特別避難場所設備」 

・ノートパソコン 

・テレビ、携帯電話 

・冷蔵庫、電気ポット 

・人工呼吸器・痰吸引器（バッテリー） 

・高効率照明 

１日の 

発電量 

15kWh 

１日の 

充電量 

5kWh 

夜放電 5kWh 

蓄電池 

５kWh 

太陽光発電 

5kW 

充
電 
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３ 評価委員会（市長附属機関） 

(1) 名称   横浜市再生可能エネルギー等導入推進基金事業に関する評価委員会 

(2) 所掌事務 当該基金事業の計画及び実績について審議及び評価 

(3) 委員構成 学識経験者等 ４人以内 

(4) 任期   平成 28年５月 31日まで 

 

４ 実施施設と事業スケジュール 

  別紙１のとおり。 

 

５ 平成 25年度の予算執行状況 

(1) 公設特別避難場所における導入検討（38か所）  4,410,000円 

 (2) 公設特別避難場所の実施設計（8か所）      5,670,000円 

(3) 評価委員会開催（2回）                 84,000円 

                    合計    10,164,000円 

 

６ 平成 26年度の予算計上内容 

(1) 公設特別避難場所の実施設計（28か所）    19,845,000円 

(2) 公設特別避難場所の工事施工（22か所）   331,973,000円 

(3) 民設特別避難場所の補助経費（2か所）    12,246,000円 

(4) 評価委員会開催（2回）                85,000円 

                    合計 364,149,000円 

 

７ 平成 27年度の予算計上内容 

(1) 公設特別避難場所の工事施工（14か所）   208,914,000円 

(2) 民設特別避難場所の補助経費（3か所）    16,688,000円 

(3) 評価委員会開催（2回）                85,000円 

                    合計 225,687,000円 

 

８ 当初事業計画からの変更点 

昨年 7月末に環境省へ提出した事業計画書からの変更点は次のとおり。 

(1) 高効率照明(LED)の導入保留 

消費税改正・労務単価上昇による設備価格の上昇に対応するため。 

引き続き執行状況を精査しながら一部施設での導入を検討する。 

(2)  太陽光発電設備の容量縮小 

調査による施設状況の反映、設備価格の上昇に対応するため。 

(3)  蓄電池の容量拡大 

防災性向上のため。 

(4)  公設設置か所数の減 

38か所想定→36か所で確定。 

(5)  ＣＯ２削減効果の改善 

施設数・設備容量減による削減効果の減を、排出係数上昇による削減効果の 

増が上回るため。 
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９ 本市参考事業例 

  旭土木事務所に太陽光発電設備と蓄電池を設置（基金予算外）。災害等による停

電発生時には、事務室一部照明や非常用コンセント（所長室内）に自動で電力を

供給。 

(1) 設備容量 太陽光 10kW（施設の電力使用量の約 10%を発電）、蓄電池 15kWh 

(2) 工期   H25.10.3～H26.2.28 

(3) 事業費  20,324千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業 

  今年度中に補助要綱を作成し、平成 26年度に速やかに公募を始める予定。 

(1) 想定件数  ５件（26年度２件、27年度３件） 

(2) 補助率    1/3（国費）（2/3は事業者負担） 

(3) 補助上限額  700万円を予定 

(4) 業務フロー  別紙２のとおり 

 

 

 



別紙１  

■横浜市再生可能エネルギー等導入推進基金事業 実施施設・事業スケジュール 

（環境省グリーンニューディール基金事業） 

１ 実施施設 

通

番 
区名 施設名 

 
合築施設名 

 

所管課 所管課 

01 鶴見 生麦地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

02 鶴見 寺尾地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

03 神奈川 片倉三枚地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

04 神奈川 菅田地域ケアプラザ 区福祉保健課 菅田地区センター 区地域振興課 

05 西 宮崎地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

06 西 野毛山荘 区地域振興課 急な坂スタジオ 局創造都市推進課 

07 中 麦田地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

08 中 本牧和田地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

09 南 永田地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

10 南 大岡地域ケアプラザ 区福祉保健課 大岡地区 C、南 SC 区地域振興課 

11 港南 港南中央地域ケアプラザ 区福祉保健課 生活支援センター 局障害支援課 

12 港南 野庭地域ケアプラザ 区福祉保健課 野庭地区センター 区地域振興課 

13 保土ケ谷 星川地域ケアプラザ 区福祉保健課 生活支援センター他 局障害支援課他 

14 保土ケ谷 岩崎地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

15 旭 鶴ヶ峰地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

16 旭 笹野台地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

17 磯子 磯子スポーツセンター 区地域振興課 ― ― 

18 金沢 富岡東地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

19 金沢 泥亀地域ケアプラザ 区福祉保健課 老福センター他 区地域振興課他 

20 港北 高田地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

21 港北 下田地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

22 緑 十日市場地域ケアプラザ 区福祉保健課 老福センター他 区地域振興課他 

23 緑 中山地域ケアプラザ 区福祉保健課 中山地区センター他 区地域振興課他 

24 緑 つたのは学園 局障害支援課 長津田地区センター 区地域振興課 

25 青葉 さつきが丘地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

26 青葉 恩田地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

27 都筑 新栄地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

28 都筑 加賀原地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

29 戸塚 舞岡柏尾地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

30 戸塚 南戸塚地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

31 栄 小菅ヶ谷地域ケアプラザ 区福祉保健課 生活支援センター 局障害支援課 

32 栄 豊田地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

33 泉 下和泉地域ケアプラザ 区福祉保健課 下和泉地区センター 区地域振興課 

34 泉 いずみ中央地域ケアプラザ 区福祉保健課 ― ― 

35 瀬谷 中屋敷地域ケアプラザ 区福祉保健課 中屋敷地区センター 区地域振興課 

36 瀬谷 阿久和地域ケアプラザ 区福祉保健課 阿久和地区センター 区地域振興課 

 
※磯子スポーツセンターについて 

 磯子区は実施可能な特別避難場所が無かったため、特例として帰宅困難者一時滞在施設である

スポーツセンターで実施します。ただし、例外措置なので磯子区は１か所のみの実施とします。 

※緑区の３施設について 

 中山地域ケアプラザは蓄電池のみ設置予定（太陽光設置済）であること、市全体で 36施設の事

業量を確保したいこと等から、緑区は３施設での実施を予定しています。 



 

２ 事業スケジュール 

 

 ＜公設＞ 

  対象施設を３グループに分けて事業を進めます。グループ分けにあたっては、ま

ず各区１か所の整備が行われるようにします。２か所目以降の整備については、立

地場所等を考慮してグループ分けを行うこととします。 
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 ＜民設＞ 
 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

25 

年 
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①グループ 実施設計 

①グループ 工事 

②グループ 実施設計 ②グループ 工事 

②グループ 工事 

③グループ 実施設計 

③グループ 工事 

制度設計・要綱作成等 

公募～交付決定 施工～実施報告 

公募～交付決定 施工～実施報告 



 ■ 横浜市再生可能エネルギー等導入推進基金事業 実施予定施設 

生麦地域 
ケアプラザ 

星川地域 
ケアプラザ 

鶴ヶ峰地域 
ケアプラザ 

富岡東地域 
ケアプラザ 

永田地域 
ケアプラザ 

中山地域 
ケアプラザ 

舞岡柏尾地域 
ケアプラザ 

さつきが丘地域 
ケアプラザ 

寺尾地域 
ケアプラザ 

片倉三枚地域 
ケアプラザ 

菅田地域 
ケアプラザ 

高田地域 
ケアプラザ 

下田地域 
ケアプラザ 

新栄地域 
ケアプラザ 

加賀原地域 
ケアプラザ 

恩田地域 
ケアプラザ 

十日市場地域 
ケアプラザ 

笹野台地域 
ケアプラザ 

岩崎地域 
ケアプラザ 

大岡地域 
ケアプラザ 

宮崎地域 
ケアプラザ 

野毛山荘 
麦田地域 
ケアプラザ 

本牧和田地域 
ケアプラザ 

磯子スポーツ 
センター 

野庭地域 
ケアプラザ 

港南中央地域 
ケアプラザ 

泥亀地域 
ケアプラザ 

豊田地域 
ケアプラザ 

小菅ヶ谷地域 
ケアプラザ 

南戸塚地域 
ケアプラザ 

下和泉地域 
ケアプラザ 

いずみ中央地域 
ケアプラザ 

阿久和地域 
ケアプラザ 

中屋敷地域 
ケアプラザ 

つたのは学園 



別紙２ 
１ 再生可能エネルギー等設備の契約締結年度と工事実施年度が同じ場合 

（平成 26 年度に契約・施工 または 平成 27 年度に契約・施工する場合） 

 
年度 事業者 書類等の流れ 横浜市 

 
 
 
 
 

26 

年 

度 

 

ま 

た 

は 

 

27 

年 

度 

 

 
 
 

 
 
  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  

 

 

 

 

補助金交付、 

   不交付の決定 

 

 

 

 

 

 

 

  内容審査及び 

着工後現地確認 

 

 

   

 
 
 
 
 
 

補助金額確定 

交付決定通知書 

工事着工 

(太陽光＋蓄電池) 

設置工事完了 

(太陽光＋蓄電池) 

内容審査等 

実績報告書 

補助金額確定通知書 

補助金交付申請書 （検 討） 

新規契約 

または 

変更契約 

交付決定後に契約締結してください。 

補助金の請求 補助金交付請求書 請求確認 

支払 補助金 補助金受領 

確定通知書受領 



２ 再生可能エネルギー等設備の契約締結年度と工事実施年度が異なる場合 

 （平成 26 年度に契約、平成 27 年度に施工する場合） 

 
年度 事業者 書類等の流れ 横浜市 

 
 
 
 

26 

年 

度 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

内容審査等 

 

事業対象・ 

対象外を決定 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

27 

年 

度 

 

 
 
 

 
 
 

27 年度に入り、  

太陽光等の着工前 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
  

 

 

着工前現地確認 

 

補助金交付、 

   不交付の決定 

 

 

 

  内容審査及び 

着工後現地確認 

 

   

 

補助金額確定 

施設全体の契約前に事前協議書を提出してください。 

事前協議書 

内示通知書 

契 約 

太陽光等含む 

施設全体 

交付決定通知書 
工事着工 

(太陽光＋蓄電池) 

設置工事完了 

(太陽光＋蓄電池) 

（検 討） 

内容審査等 

実績報告書 

補助金額確定通知書 確定通知書受領 

補助金交付申請書 

(＋)内示通知書 

太陽光＋蓄電池の着工前に提出してください。 

交付決定後に着工してください。 

（検 討） 

補助金の請求 補助金交付請求書 請求確認 

支払 補助金 補助金受領 
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